
二宮町議会基本条例（案）           （平成 24 年 8 月 7 日現在） 

              

前 文 

平成 12 年 4 月に地方分権一括法が施行され、自治体への権限移譲が進み、自

治体の責務がより拡大する中で、二宮町も自己責任で住民福祉の増進を図り、

まちづくりを総合的に実施するよう地方分権型へ転換が図られてきた。二宮町

は、少子高齢化や人口減少傾向など課題を抱えながら、町の特徴を生かした個

性ある自立したまちづくりをしなければならない。 

主権者である町民の信託を受けた町長と議会には、二元代表制の下で町民の

意思を反映した最良の決定に導く使命が課せられている。 

議会は、執行機関に対する監視及び評価の機能を持ち、その責任と役割は重

大である。また、町の課題を常に把握し、多様な民意がある中で、政策立案及

び政策提言を積極的に行うことが求められている。さらに、常に変化する時代

背景の中で議会の役割を十分に果たし、その機能を発揮するために、議会の公

正性と透明性の確保はもとより、論点並びに争点を町民に分かりやすくして、

より多くの民意を反映した討議と議決がなされるよう工夫しなければならない。 

これまで二宮町議会は、請願・陳情の意見陳述、議会だよりの発行、委員会

の公開と議会全員協議会の傍聴、議会のテレビ放映等を通じ町民に開かれた議

会を目指してきたが、さらなる議会改革を進める決意のもとで、各議員が自覚

と見識をもって、町民の負託に応えるべく的確な議会運営を目指し、ここに議

会基本条例を制定する。 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この条例は、二宮町議会（以下「議会」という。）の議会運営及び二宮 

町議会議員（以下「議員」という。）に関わる基本事項を定め、町政の情報公 

開と町政への町民参加を基本として、公正で民主的な町政の推進により、町 

民の福祉の向上及び豊かなまちづくりに貢献することを目的とする。 

議会と議員活動に必要な基本条項を具体的に規定化し、「町政の情報公開」と「町

民参加」を基にしたまちづくりを進め、また、議会を活性化することで主体となる

町民の意思に的確に応えていくことにより、町民福祉の向上と民主的な町政を推進

することをこの条例の目的とします。 

 

（条例の位置づけ） 

第２条 この条例は、議会の基本となる事項を定めるものであり、議会に関 



する条例、規則、規程及び要綱の解釈並びに制定及び改廃に当たっては、 

この条例の趣旨を尊重し、この条例に定める事項との整合を図らなければ 

ならない。 

第１条（目的）で規定しているとおり、この条例は、二元代表制の下で議会の

役割を明らかにするとともに、議会及び議員の活動原則等を示して、議会の基本

となる事項を定めます。したがって、議会に関する他の条例等を解釈する場合や、

また改正や新たに制定する場合には、この条例の趣旨を尊重し、条例に定める事

項との整合を図ります。 

   

第２章 議会と議員の活動原則 

 

 （議会の活動原則） 

第３条 議会活動原則は、以下に定めるとおりとする。 

（１）議会は、議会活動の公正性及び透明性を確保し、議会の信頼性を高める。 

（２）議会は、町民の多様な意見を踏まえ、論点及び争点を明らかにしながら

充実した議会審議を行う。 

（３）議会は、町民にとって開かれた議会にする。 

（４）議会は、町民にとって分かりやすい議会にする。 

主体となる町民の代表である議会は、その負託に応えるために、積極的に情報

提供を行い、町民の町政への参加や議会への関心を高めます。町民から信頼され

る議会であるために、どのような原則に基づいて活動すべきかを定めています。 

 

 （議員活動の原則） 

第４条 議員活動の原則は、以下に定めるとおりとする。 

（１）議員相互の言論を尊重するとともに、自由討議を推進する。 

（２）議員は、町民の多様な意見の把握に努める。 

（３）議員は、特定の地域又は個人若しくは団体の意向にとどまらず、町民全 

体の福祉の向上を目指す。 

（４）議員は、積極的に政策立案及び政策提言を行う。 

（５）議員は、自らの議会活動について、積極的に情報提供を行う。 

（６）議員は、調査及び研修の他、自らの資質向上を図るために、不断の研鑽 

に努める。 

     議員は、町民の意思を町政に反映させ、信頼に応えるために、積極的に情報提

供を行い、また常に研鑽し資質の向上に努めます。議員がどのような原則に基づ

いて活動すべきかを定めています。 

    



 （議員の政治倫理） 

第５条 議員は、二宮町議会議員倫理規定要綱に定めるところにより、主権を

有する町民の代表者として、町政に携わる責務を深く認識し、主権を有する

町民の負託に応えるため、政治倫理の向上に努めなければならない。 

    第 1条で、町民福祉の向上と、公正で民主的な町政を推進することをこの条例の

目的としています。それを実現するためには、議会を構成する議員が、特定の利益

を求めて公共の利益を損なうことがあってはならないことから、政治倫理の向上に

努めることを定めています。 

  

（会派） 

第６条 議員は、会派を結成することができる。 

２ 会派は、政治的信条、政策等を共有する同一の理念を持つ議員で構成する。 

３ 会派は、議員が第 4 条に規定する責務を果たすための活動を支援するもの

とする。 

    会派とは、政策を中心とした同一の理念を共有する複数の議員によって結成され

る集合体です。会派は、議会の円滑な運営に努めるとともに、政策立案、政策提言

等に関して必要に応じて他の議員や会派との合意形成に努めることを定めています。 

 

第３章 議会運営 

 

 （議会運営の原則） 

第７条 議会は、その機能を発揮し、円滑かつ効果的運営を行い、合議制の機

関としての役割を果たす。 

    町民の意思を反映した最良の意思決定に導くという、議会の機能を発揮するため、

執行機関に対する監視及び評価、予算の定めと決算の認定、政策や条例等の決定及

び提案をし、円滑かつ効果的な議会運営を行います。 

   

（委員会活動） 

第８条 議会は、社会並びに経済情勢等の変化により新たに生じる課題に適切

かつ迅速に対応するため、二宮町議会委員会条例（昭和 38 年二宮町条例第 17

号）に規定する常任委員会及び特別委員会（以下「委員会」という。）の適切

な運営により、その機動力を高めなければならない。 

２ 委員会は、政策提案及び条例提案を積極的に行う。 

３ 委員会は、町長その他の執行機関（以下「町長等」という。）の事務が適正

に執行されているかについて、必要に応じ、評価又は調査等を行うことがで

きる。 



４ 委員会は、前 2 項に関し公聴会制度及び参考人制度を採り入れ、専門的識

見を活用することができる。 

    議会は、変遷する社会や経済情勢によって生じる多様な課題や町民ニーズに対し、

迅速かつ的確に対応し、政策や条例等の提案をします。また、町長等の事務執行に

関しても監視と評価を行います。そのためには、常任委員会や特別委員会において、

随時、調査研究や審議ができる体制を維持することが重要です。状況に応じ公聴会

制度や参考人制度を採り入れ、町民等の専門知識を活用することや、執行者に適切

な説明と資料提出を求めるなどして、委員会活動の充実を図ります。 

 

 （自由討議） 

第９条 議員は、議会の機能を発揮するため積極的に議員相互の自由討議に努

め、議論を尽くすことにより、論点及び争点を明らかにする。 

    町民にわかりやすい議会にしていくために、本会議、常任委員会、特別委員会や

議会運営委員会で議案、政策や課題審議において、議員間で自由討議に努め、議論

をつくして論点・争点を明確にすることを定めています。 

 

 （政策討議） 

第 10 条 議会は、本会議及び委員会において町政の課題について積極的に政策

討議を行う。 

議会は、議員間で町政の課題に対して共通認識を醸成できるよう、政策討議をし

ます。議員は十分な現状把握をしたうえで将来計画や予算編成を見据えた議論を行

わなければなりません。 

 

 （政務調査費） 

第 11 条 議員は、二宮町政務調査費の交付に関する条例（平成 13 年二宮町条 

例第 1 号）の規定により交付を受けた政務調査費について、当該条例及び規

則に基づき適正に執行し、町民に対し使途の説明責任を負う。 

議員は、二宮町政務調査費の交付に関する条例、二宮町政務調査費の交付に関す

る規則（平成 13 年二宮町規則第 13 号）及び「二宮町議会政務調査費の取り扱いに

関する確認事項」に基づき政務調査費の適正な執行に努め、公開することでその透

明性を確保します。 

 

第４章 町民と議会との関係 

 

 （会議の原則公開） 

第 12 条 議会における全ての会議は原則として公開とする。 



    本会議については、地方自治法（昭和 22年法律第 67 号）第 115 条において議事

公開が、同法第 130 条において本会議の傍聴について規定され、これに基づき当町

においても二宮町議会傍聴規則（昭和 53 年二宮町議会規則第 2号）が定められてい

ます。委員会及び協議会を公開するか否かの判断は、前者については二宮町議会委

員会条例第 17条に基づき委員長が、後者については招集する議長の判断に委ねられ

ています。議会全員協議会はこれまで任意の会議という非公式の会議でしたが、議

会基本条例の制定に伴い正式な協議の場として、二宮町議会会議規則（平成元年二

宮町議会規則第 1号）第 113 条に規定します。公開に際しては、委員会同様二宮町

議会傍聴規則が準用されます。 

町民に開かれた議会とするため、委員会及び議会全員協議会を公開とします。た

だし、個人情報の保護及び特定の関係者の利害に影響すると判断される場合を除き

ます。 

 

 （情報公開） 

第 13 条 議会は、二宮町情報公開条例（平成 21 年二宮町条例第 26 号）並びに

この条例の趣旨に基づき、議会の意思決定に関わる論点及び争点を町民と共

有できるようすべく、議会活動に関する資料を積極的に公開する。 

    二宮町情報公開条例や本条例の「開かれた議会」を目指す趣旨のもと、議会活動

に関する資料を積極的に提供していきます。また議会だよりやその他広報媒体の活

用により、議会の活動を広く発信していきます。町政の意思決定に関わる論点・争

点を町民と共有し、町民意思を効果的に反映した意思決定の実現を図ります。 

  

 （議会報告会及び意見交換会） 

第 14 条 議会は、その活動を広く町民に知らせるため議会報告会を開催する。 

２ 前項に定める報告会の他、議会は政策形成に関する事項及び町政に関する 

 意見交換を行うため、町民との意見交換会を開催する。 

    議会は、その活動を直接町民に報告する場を設けます。またその場で町政に対す

る意見交換を行ない、町民の多様な意見を把握し、議会として検討した上で町政に

反映させることに努めます。その運用は別途、要綱に定めます。 

 

 （請願及び陳情） 

第 15 条 議会は、請願及び陳情を政策提案と位置づけ、審議において提出者の

意見を聴く機会を設けることができる。 

請願や陳情は議会に対する町民等の政策提案と受け止め、当該委員会における審

議に際しては、請願や陳情の提出者は意見を述べることができ出来ます。同時に議

員は、提出者に質疑を行うことができます。 



 

 （意見提案手続き） 

第 16 条 議会は、議会が提案する条例又は政策提案について、町民の意見を求 

 めることができる。        

    議会が提案する条例や政策提言に対して、町民の意見を反映させるために、あら

かじめパブリックコメントや意見収集をすることができます。その運用は別途要綱

に定めます。 

 

第５章 議会と町長等との関係 

 

 （町長等との関係） 

第 17 条 議会は、二元代表制の下、町長等と緊張ある関係を保ちながら町長等

の事務の執行監視及び評価を行うとともに、政策立案及び政策提言を行う。 

     議会は、よりよい町政のため、行政側と緊張感を保ちつつ有意義かつ建設的な

議論がなされ、政策に反映されるよう努めます。議論を深めるために、本会議で

行われる一般質問について、この条例の施行に合わせ、二宮町議会会議規則第 59

条で以下のことを規定しました。 

（１）一般質問は、一定の時間内での一問一答方式とし、議論の論点・争点をわ

かりやすくします。 

（２）一般質問に答弁する町長並びに行政側職員は、論点・争点を明確にするた

めに、議員に対し反問権を行使することができます。 

 

 （町長等の政策形成過程の説明） 

第 18 条 議会は、町長等が提案する政策、施策、計画及び事業提案等（以下「政

策等」という。）について、特に重要と認められるものは、審議を通じその政

策等の水準を高めるとともに、議決責任を担保するため、町長に対し、次の

各号に掲げる事項について明らかにするよう求める。 

 （１）政策等の背景 

 （２）他の自治体の類似する政策等との比較 

 （３）総合計画等における根拠、位置づけ 

 （４）実施にかかる費用及び財源 

 （５）政策等の効果 

 （６）町民参加の有無とその内容 

行政が重要な政策を提案する場合は、水準の高い議論を行うために、政策提案

者である町長等が政策決定に至る経過を明らかにし、６項目にわたる情報を議会

に提供するよう求めることができます。その過程を基に、議会は責任ある議決を



行っていきます。 

 

 （議会の議決事件） 

第 19 条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 96 条第 2 項に規定する議会

の議決する事件は、以下に定めるとおりとする。 

 （１）二宮町総合計画の策定及び変更 

 （２）その他、町政の各分野における政策及び施策の基本的な方向性を定め 

る長期にわたる計画又は指針（行政内部の管理に係る計画又は指針を除 

く。）のうち、特に重要なものの策定又は変更 

     議会の議決すべき事件は、地方自治法第 96 条第 1 項で規定されていますが、

同条第 2項では、各自治体の条例で議会の議決事件を追加できることを定めてい

ます。この規定を活用し、二宮町総合計画を町政全般にわたる重要な計画である

と位置づけ、その策定または変更について議決事件とします。議会は町民の視点

に立ち計画的かつ透明性の高い町政運営を行うために、責任ある議決をしていき

ます。 

 

第６章 議会の体制整備   

 

 （議員の研修） 

第 20 条 議会は、議員の資質向上を図るために議員研修の充実強化に努める。 

議会は、議員が町づくりに必要な政策提案をする能力や資質向上のための研修

を、充実強化することに努めます。 

 

 （議会事務局の機能充実） 

第 21 条 議会は、議会の政策立案機能向上のため、議員の政策立案活動を補助

し、また、議会運営を円滑かつ効率的に進めるため、議会事務局の調査及び

法務に関する機能の充実を図るものとする。 

     議会はその機能向上のため、議会事務局の調査及び法務機能の充実を強化する 

ことを定めています。 

 

 （図書資料の充実） 

第 22 条 議会は、議員の調査研究に資するため、図書資料等の充実を図るもの

とする。 

議会が所有する図書及び資料の充実を図り、有効活用することを定めていま 

す。 

 



 （予算の確保） 

第 23 条 議会は、二元代表制の趣旨を踏まえ、議事機関としての機能を充実す

るため、必要な予算の確保に努める。 

      予算編成の権限は町長にあります。議会が民主的かつ公正な町政運営を行な

い、議事機関としての機能を充実するために必要な予算が確保できるよう、積

極的に働きかけることを定めています。 

  

（危機管理） 

第 24 条 議会は、災害等の不測の事態から町民等の生命・身体及び財産又は生

活の平穏を守るとともに、緊急時における総合的かつ機能的な活動が図れる 

 よう、町長等と協力し、危機管理体制を整備する。 

２ 議会及び議員は、町内の状況を調査し、町民の意見及び要望を的確に把握

するとともに、必要に応じ町長等に対し、議会として提言及び提案を行う。 

      平成 23 年の東日本大震災を機に、災害時における議会の役割が問われてい

ます。二宮町においても近年の台風被害を受け、自然災害における防災対策の

強化を進めています。大規模災害が起こった際、議会としてどのような役割を

担っていくかを定めています。その運用は別途要綱に定めます。 

 

第７章 補 則 

 

 （条例の継承） 

第25条 議会は、選挙を経た任期開始後、議員全員がこの条例の趣旨を理解し、

かつ、共有するため速やかに研修会を実施する。 

 

 （条例の改正） 

第26条 議会は、この条例の目的が達成されているか検証を随時行うものとし、 

  制度の改善が必要な場合において、条例の改正を行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、条例の検証は少なくとも任期中 1 回は行うもの

とする。 

      選挙で議員が入れ替わる任期開始直後に新任の議員のみならず、議員全員で

この条例の趣旨をあらためて確認するため、研修会を実施します。 

条例の当初の目的が達成されているかどうか、正しく運用されているかの 

検証を随時、少なくとも任期中に 1回は行うことを定めています。検証によ 

る結果、必要に応じて条例改正など適切な措置を講じます 

 

 （議会基本条例運営委員会の設置） 



第27条 この条例を適切に運用するため、議会基本条例運営委員会を設置する。 

 

 

附 則 

この条例は、平成 25 年 4 月 1 日より施行する。 


